

















































































































































































































よって実証的に考察したのが第 8 章である。第 5・6・7章を通じた分析を基礎に、ボラン
ティア行為によって大きく変容していった教師集団からは、セミリンガルの教育的ニーズ
に対応できるよう、個別指導を教室内で重点化していく方針が目指された。しかし、個別
支援の実施が教師たちから独断的に行われる状況に、クラスメートの認識は伴わず、「なぜ
個別支援を行うのか」「ひいきではないか」というクラスメート側からの異議申し立てが問
題となるのである。このために、「セミリンガル」の差異をどのようにクラスメートに提示
し同意を達成するかという差異の承認が重要な課題となる。 
検討結果として提示できるのは、1)教員文化による差異の承認の可能性、そして 2)生徒
文化による差異の承認の可能性である。 
まず教員文化について明確にすべきは、可能な限り差異の「説明」にまで踏み込んだ教
育実践を、教師たちは「忌避する」という指導のあり方である。教師たちは例えば、「障が
い」や「セミリンガル」といった知識化を経て個別支援に同意しても、クラスメートから
個別支援の同意調達の手段としてこうした知識を持ち出すことには強い抵抗を示していた
のである。この点で、子ども集団への説明なき個別支援の実施は、「学習姿勢」を評価基準
とする教室空間においては、クラスメートから「ひいきだ」と主張するクレイム申し立て
へと間違いなく連動する。さらに、子ども間での相互行為によって、「支援を拒否する」状
況の達成さえ作り出すのである。個別支援人材（＝ボランティア）の存在意義をあわせて
不問にするこうした指導のあり方は、個別支援体制そのものを危うくする方向に機能する。
これが教員文化の検討を通じた第一の知見である。 
一方、生徒文化を媒介とした差異の承認については異なる状況が明らかになった。強調
したいのは、セミリンガルが第二世代であるということに関連して、クラスメートはその
学習困難を往々に理解しているだけでなく、子ども同士で個別支援を促進できるというこ
とである。アクションリサーチから続く検討によって明らかになったのは、セミリンガル
の困難を「当たり前」のものとして理解しているクラスメートが文化的資源となることで、
個別支援（＝人的資源の再分配）の承認が達成されていくということである。 
この地平から、日本型多文化教育実践の可能性として本研究が提示できるのは、教師が
  
 
ヘゲモニックに個別支援を志向し、ボランティアといった人的資源を教室に投入する一方
型のモデルではない。むしろ、「なぜ人的資源が必要なのか」に疑問・批判の声を発するク
ラスメートに応える親和的な装置として生徒文化を位置づけるという方向性である。セミ
リンガルの学習困難に理解を示し、教室の学習環境の改善にまで効力をもつ文化的資源と
しての生徒文化は、人的資源の存在意義を明確にし、結果として個別支援を円滑化すると
いう媒介型の多文化教育の方向性を提起している。そして、生徒文化を経由した差異の承
認の可能性は、個別支援を志向する教師にとっての「調整役」という意味にとどまるもの
ではない。時間の経過に従って教員集団が再編され、その結果として平等志向な教師の指
導観に直面しようとも、彼らは社会的に不利な立場にあるマイノリティの声を代弁し、「公
正」を希求するよう異議申し立てする行為性も有しているのである。 
ニューカマーが増大し、日本生まれ日本育ちの第二世代が浮上する中、外国人非集住地
域ではいまだ学校現場で平等が志向され、「ニューカマー」や「セミリンガル」の教育的ニ
ーズは取りこぼされている。その意味では、教育にドラスティックな変化は生じていない。
しかし、生徒文化が教室に「公正」をもたらす可能性を実証的に構想・提示しえた本研究
は、教室の子どもたちが実に様々に構成される現状に即した、今後の教育の一つの方向性
を照らし出すものである。 
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